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(57)【要約】
【課題】レターデーションが小さく、且つ、水分の透過を妨げる能力に優れたバリア積層
体を実現しうる、有機ＥＬ表示装置のバリア層形成用の基材フィルムを提供する。
【解決手段】有機エレクトロルミネッセンス表示装置のバリア層形成用の基材フィルムで
あって、前記基材フィルムが、脂環式オレフィン樹脂からなる層を備え、前記基材フィル
ムの面内レターデーションが、１０ｎｍ以下であり、前記基材フィルムの厚み方向のレタ
ーデーションの絶対値が、１０ｎｍ以下である、基材フィルム。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置のバリア層形成用の基材フィルムであって、
　前記基材フィルムが、脂環式オレフィン樹脂からなる層を備え、
　前記基材フィルムの面内レターデーションが、１０ｎｍ以下であり、
　前記基材フィルムの厚み方向のレターデーションの絶対値が、１０ｎｍ以下である、基
材フィルム。
【請求項２】
　前記脂環式オレフィン樹脂のガラス転移温度が、１２０℃～１８０℃であり、
　前記脂環式オレフィン樹脂からなる層の厚みが、２０μｍ～１５０μｍである、請求項
１記載の基材フィルム。
【請求項３】
　請求項１又は２記載の基材フィルムと、
　前記基材フィルムの少なくとも一方の面に設けられたバリア層と、を備える、バリア積
層体。
【請求項４】
　前記バリア積層体の水蒸気透過率が、０．０１ｇ／（ｍ２・日）以下である、請求項３
記載のバリア積層体。
【請求項５】
　前記バリア層が、有機バリア層及び無機バリア層を交互に備える、請求項３又は４記載
のバリア積層体。
【請求項６】
　請求項３～５のいずれか一項に記載のバリア積層体及び円偏光板を備える、有機エレク
トロルミネッセンス表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基材フィルム、並びに、前記基材フィルムを備えたバリア積層体及び有機エ
レクトロルミネッセンス表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、表示装置としては液晶表示装置が主流であるが、近年では、液晶表示装置に次い
で有機エレクトロルミネッセンス表示装置に注目が集まっている。以下、有機エレクトロ
ルミネッセンスのことを「有機ＥＬ」と略称することがある。有機ＥＬ表示装置は、一般
にバックライトが不要である自発光型のフラットパネルディスプレイであり、自発光型デ
ィスプレイに特有の視野角の広いディスプレイが実現できるという利点を有している。
【０００３】
　ところで、有機ＥＬ表示装置を構成する有機ＥＬ素子は、発光層に用いられる有機発光
材料の寿命が短かい。すなわち、発光領域を構成する有機層などへの水分や酸素の進入に
よる素子劣化が発生しやすく、これに伴い、ダークスポットの発生及び成長；並びに発光
効率の低下を招くことがある。そのため、通常は、有機ＥＬ表示装置の表示面には、水分
の透過を妨げるバリア積層体が設けられる。
【０００４】
　バリア積層体は、一般に、基材と、この基材上に設けられたバリア層とを含む複層構造
を有している。従来、バリア積層体の基材としてはガラス基材を用いることが多かったが
、近年では、基材として樹脂製の基材フィルムを用いることが提案されている（特許文献
１～３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
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【特許文献１】特開２０１１－２０１０４３号公報
【特許文献２】特開２００９－１９０１８６号公報
【特許文献３】特開２０１１－２３１２６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　基材として樹脂製の基材フィルムを用いることにより、バリア積層体の軽量化、薄膜化
及び大型化を進めることができる。ところが、樹脂製の基材フィルムは、レターデーショ
ンを有することがある。レターデーションを有する基材フィルムを備えたバリアフィルム
は、有機ＥＬ表示装置の表示性能を低下させる可能性があった。例えば、レターデーショ
ンを有する基材フィルムを備えたバリア積層体を有機ＥＬ表示装置に設けると、当該有機
ＥＬ表示装置の表示面に光抜けが生じたり、表示面を傾斜方向から見たときに表示面が着
色したり、表示面に表示される画像のコントラストが低下したりすることがあった。ここ
で「光抜け」とは、有機ＥＬ表示装置内部からの反射光が視認側へ抜けてきて、表示面を
黒く表示すべき黒表示の際に表示面の一部が意図せず明るく表示される現象をいう。また
、ある面の傾斜方向とは、当該面に平行でも垂直でもない方向を意味し、具体的には前記
面の極角が０°より大きく９０°より小さい範囲の方向を指す。
【０００７】
　本発明は前記の課題に鑑みて創案されたもので、レターデーションが小さく、且つ、水
分の透過を妨げる能力に優れたバリア積層体を実現しうる、有機ＥＬ表示装置のバリア層
形成用の基材フィルム；前記の基材フィルムを備えたバリア積層体；並びに、前記のバリ
ア積層体を備える有機ＥＬ表示装置；を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は前記の課題を解決するべく鋭意検討した結果、有機エレクトロルミネッセン
ス表示装置のバリア層形成用の基材フィルムであって、脂環式オレフィン樹脂からなる層
を備え、且つ、所定範囲の面内レターデーション及び厚み方向のレターデーションの絶対
値を有する基材フィルムが、当該基材フィルムのレターデーションを小さくでき、且つ、
水分の透過を妨げる能力に優れたバリア積層体を実現しうることを見い出し、本発明を完
成させた。
　すなわち、本発明は、下記の通りである。
【０００９】
　〔１〕　有機エレクトロルミネッセンス表示装置のバリア層形成用の基材フィルムであ
って、
　前記基材フィルムが、脂環式オレフィン樹脂からなる層を備え、
　前記基材フィルムの面内レターデーションが、１０ｎｍ以下であり、
　前記基材フィルムの厚み方向のレターデーションの絶対値が、１０ｎｍ以下である、基
材フィルム。
　〔２〕　前記脂環式オレフィン樹脂のガラス転移温度が、１２０℃～１８０℃であり、
　前記脂環式オレフィン樹脂からなる層の厚みが、２０μｍ～１５０μｍである、〔１〕
記載の基材フィルム。
　〔３〕　〔１〕又は〔２〕記載の基材フィルムと、
　前記基材フィルムの少なくとも一方の面に設けられたバリア層と、を備える、バリア積
層体。
　〔４〕　前記バリア積層体の水蒸気透過率が、０．０１ｇ／（ｍ２・日）以下である、
〔３〕記載のバリア積層体。
　〔５〕　前記バリア層が、有機バリア層及び無機バリア層を交互に備える、〔３〕又は
〔４〕記載のバリア積層体。
　〔６〕　〔３〕～〔５〕のいずれか一項に記載のバリア積層体及び円偏光板を備える、
有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
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【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、レターデーションが小さく、且つ、水分の透過を妨げる能力に優れた
バリア積層体を実現しうる、有機ＥＬ表示装置のバリア層形成用の基材フィルム；前記の
基材フィルムを備えたバリア積層体；並びに、前記のバリア積層体を備える有機ＥＬ表示
装置；を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明について実施形態及び例示物を示して詳細に説明する。ただし、本発明は
以下に示す実施形態及び例示物に限定されるものではなく、本発明の特許請求の範囲及び
その均等の範囲を逸脱しない範囲において任意に変更して実施しうる。
【００１２】
　以下の説明において、「長尺」のフィルムとは、幅に対して、少なくとも５倍以上の長
さを有するフィルムをいい、好ましくは１０倍若しくはそれ以上の長さを有し、具体的に
はロール状に巻き取られて保管又は運搬される程度の長さを有するフィルムをいう。
【００１３】
　以下の説明において、フィルムの面内レターデーションＲｅは、別に断らない限り、Ｒ
ｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄで表される値である。また、フィルムの厚み方向のレターデーシ
ョンＲｔｈは、別に断らない限り、Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄで表され
る値である。ここで、ｎｘは、フィルムの厚み方向に垂直な方向（面内方向）であって最
大の屈折率を与える方向の屈折率を表す。ｎｙは、前記面内方向であってｎｘの方向に直
交する方向の屈折率を表す。ｎｚは厚み方向の屈折率を表す。ｄは、フィルムの厚みを表
す。測定波長は、別に断らない限り、５９０ｎｍである。
【００１４】
　以下の説明において、「（メタ）アクリル」は、「アクリル」及び「メタクリル」の両
方を包含する。
【００１５】
　以下の説明において、ある面の正面方向とは、別に断らない限り、当該面の法線方向を
意味し、具体的には前記面の極角０°且つ方位角０°の方向を指す。
【００１６】
　以下の説明において、要素の方向が「平行」、「垂直」及び「直交」とは、別に断らな
い限り、本発明の効果を損ねない範囲内、例えば±５°の範囲内での誤差を含んでいても
よい。
【００１７】
　以下の説明において、「偏光板」及び「１／４波長板」とは、別に断らない限り、剛直
な部材だけでなく、例えば樹脂製のフィルムのように可撓性を有する部材も含む。
【００１８】
　以下の説明において、複数のフィルムを備える部材における各フィルムの光学軸（吸収
軸、遅相軸等）がなす角度は、別に断らない限り、前記のフィルムを厚み方向から見たと
きの角度を表す。
【００１９】
　以下の説明において、フィルムの遅相軸とは、別に断らない限り、当該フィルムの面内
における遅相軸を表す。
【００２０】
［１．基材フィルム］
　〔１．１．基材フィルムの構造〕
　本発明の基材フィルムは、有機ＥＬ表示装置のバリア層形成用の基材フィルムであって
、脂環式オレフィン樹脂からなる層を備える。以下、脂環式オレフィン樹脂からなる層を
、適宜「脂環式オレフィン樹脂層」と呼ぶことがある。このような脂環式オレフィン樹脂
は、耐熱性及び耐湿性に優れるので、バリア層形成時における環境（例えば、高温環境、
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高湿環境）において劣化し難く、更に、ガスバリア性能に優れる。
【００２１】
　脂環式オレフィン樹脂は、脂環式オレフィン重合体を含む樹脂である。また、脂環式オ
レフィン重合体は、その重合体の構造単位が脂環式構造を有する重合体である。このよう
な脂環式オレフィン樹脂は、通常、親水性が低く、水分を遮断する能力に優れる。そのた
め、脂環式オレフィン樹脂層をバリア層形成用の基材フィルムとして用いることにより、
水分の透過を妨げる能力に優れたバリア積層体を実現できる。
【００２２】
　脂環式オレフィン重合体は、通常は非結晶性の重合体であり、例えば、主鎖に脂環式構
造を有する重合体、側鎖に脂環式構造を有する重合体、主鎖及び側鎖に脂環式構造を有す
る重合体、並びに、これらの２以上の任意の比率の混合物としうる。中でも、機械的強度
及び耐熱性の観点から、主鎖に脂環式構造を有する重合体が好ましい。
【００２３】
　脂環式構造の例としては、飽和脂環式炭化水素（シクロアルカン）構造、及び不飽和脂
環式炭化水素（シクロアルケン、シクロアルキン）構造が挙げられる。中でも、機械強度
及び耐熱性の観点から、シクロアルカン構造及びシクロアルケン構造が好ましく、中でも
シクロアルカン構造が特に好ましい。
【００２４】
　脂環式構造を構成する炭素原子数は、一つの脂環式構造あたり、好ましくは４個以上、
より好ましくは５個以上であり、好ましくは３０個以下、より好ましくは２０個以下、特
に好ましくは１５個以下である。脂環式構造を構成する炭素原子数がこの範囲であると、
基材フィルムの機械強度、耐熱性及び成形性が高度にバランスされる。
【００２５】
　脂環式オレフィン重合体において、脂環式構造を有する構造単位の割合は、好ましくは
５５重量％以上、さらに好ましくは７０重量％以上、特に好ましくは９０重量％以上であ
る。脂環式オレフィン重合体における脂環式構造を有する構造単位の割合がこの範囲にあ
ると、基材フィルムの透明性及び耐熱性が良好となる。
【００２６】
　脂環式オレフィン重合体の中でも好ましいものとしては、ノルボルネン重合体、単環の
環状オレフィン重合体、環状共役ジエン重合体、ビニル脂環式炭化水素重合体、及び、こ
れらの水素化物等が挙げられる。これらの中でも、ノルボルネン重合体は、透明性及び成
形性が良好なため、特に好適である。
【００２７】
　ノルボルネン重合体の例としては、ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体及び
その水素化物；ノルボルネン構造を有する単量体の付加重合体及びその水素化物が挙げら
れる。また、ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体の例としては、ノルボルネン
構造を有する１種類の単量体の開環単独重合体、ノルボルネン構造を有する２種類以上の
単量体の開環共重合体、並びに、ノルボルネン構造を有する単量体及びこれと共重合しう
る他の単量体との開環共重合体が挙げられる。さらに、ノルボルネン構造を有する単量体
の付加重合体の例としては、ノルボルネン構造を有する１種類の単量体の付加単独重合体
、ノルボルネン構造を有する２種類以上の単量体の付加共重合体、並びに、ノルボルネン
構造を有する単量体及びこれと共重合しうる他の単量体との付加共重合体が挙げられる。
これらの重合体としては、例えば、特開２００２－３２１３０２号公報等に開示されてい
る重合体が挙げられる。これらの中で、ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体の
水素化物は、透明性、成形性、耐熱性、低吸湿性、寸法安定性、軽量性などの観点から、
特に好適である。
【００２８】
　ノルボルネン構造を有する単量体の例としては、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－
エン（慣用名：ノルボルネン）、トリシクロ［４．３．０．１２，５］デカ－３，７－ジ
エン（慣用名：ジシクロペンタジエン）、７，８－ベンゾトリシクロ［４．３．０．１２
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，５］デカ－３－エン（慣用名：メタノテトラヒドロフルオレン）、テトラシクロ［４．
４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ－３－エン（慣用名：テトラシクロドデセン）、
およびこれらの化合物の誘導体（例えば、環に置換基を有するもの）を挙げることができ
る。ここで、置換基の例としては、アルキル基、アルキレン基、及び極性基を挙げること
ができる。また、これらの置換基は、同一または相異なって、複数個が環に結合していて
もよい。ノルボルネン構造を有する単量体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上
を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００２９】
　極性基の例としては、ヘテロ原子、及びヘテロ原子を有する原子団が挙げられる。ヘテ
ロ原子の例としては、酸素原子、窒素原子、硫黄原子、ケイ素原子、及びハロゲン原子が
挙げられる。極性基の具体例としては、カルボキシル基、カルボニルオキシカルボニル基
、エポキシ基、ヒドロキシル基、オキシ基、エステル基、シラノール基、シリル基、アミ
ノ基、アミド基、イミド基、ニトリル基、及びスルホン酸基が挙げられる。
【００３０】
　ノルボルネン構造を有する単量体と開環共重合可能な単量体の例としては、シクロヘキ
セン、シクロヘプテン、シクロオクテンなどのモノ環状オレフィン類およびその誘導体；
シクロヘキサジエン、シクロヘプタジエンなどの環状共役ジエンおよびその誘導体が挙げ
られる。ノルボルネン構造を有する単量体と開環共重合可能な単量体は、１種類を単独で
用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００３１】
　ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体は、例えば、単量体を開環重合触媒の存
在下に重合又は共重合することにより製造しうる。
【００３２】
　ノルボルネン構造を有する単量体と付加共重合可能な単量体の例としては、エチレン、
プロピレン、１－ブテンなどの炭素原子数２～２０のα－オレフィンおよびこれらの誘導
体；シクロブテン、シクロペンテン、シクロヘキセンなどのシクロオレフィンおよびこれ
らの誘導体；並びに１，４－ヘキサジエン、４－メチル－１，４－ヘキサジエン、５－メ
チル－１，４－ヘキサジエンなどの非共役ジエンが挙げられる。これらの中でも、α－オ
レフィンが好ましく、エチレンがより好ましい。また、ノルボルネン構造を有する単量体
と付加共重合可能な単量体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で
組み合わせて用いてもよい。
【００３３】
　ノルボルネン構造を有する単量体の付加重合体は、例えば、単量体を付加重合触媒の存
在下に重合又は共重合することにより製造しうる。
【００３４】
　上述した開環重合体及び付加重合体の水素添加物は、例えば、これらの開環重合体及び
付加重合体の溶液において、ニッケル、パラジウム等の遷移金属を含む水素添加触媒の存
在下で、炭素－炭素不飽和結合を、好ましくは９０％以上水素添加することによって製造
しうる。
【００３５】
　ノルボルネン重合体の中でも、構造単位として、Ｘ：ビシクロ［３．３．０］オクタン
－２，４－ジイル－エチレン構造と、Ｙ：トリシクロ［４．３．０．１２，５］デカン－
７，９－ジイル－エチレン構造とを有し、これらの構造単位の量が、ノルボルネン重合体
の構造単位全体に対して９０重量％以上であり、かつ、Ｘの割合とＹの割合との比が、Ｘ
：Ｙの重量比で１００：０～４０：６０であるものが好ましい。このような重合体を用い
ることにより、基材フィルムを、長期的に寸法変化がなく、光学特性の安定性に優れるも
のにできる。
【００３６】
　脂環式オレフィン重合体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で
組み合わせて用いてもよい。
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【００３７】
　脂環式オレフィン重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は、好ましくは１０，０００以上、
より好ましくは１５，０００以上、特に好ましくは２０，０００以上であり、好ましくは
１００，０００以下、より好ましくは８０，０００以下、特に好ましくは５０，０００以
下である。脂環式オレフィン重合体の重量平均分子量がこのような範囲にあるときに、基
材フィルムの機械的強度および成型加工性が高度にバランスされ好適である。ここで、前
記の重量平均分子量は、溶媒としてシクロヘキサンを用いて（但し、試料がシクロヘキサ
ンに溶解しない場合にはトルエンを用いてもよい）ゲル・パーミエーション・クロマトグ
ラフィーで測定したポリイソプレンまたはポリスチレン換算の重量平均分子量である。
【００３８】
　脂環式オレフィン重合体の分子量分布（重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ
））は、好ましくは１以上、より好ましくは１．２以上であり、好ましくは１０以下、よ
り好ましくは４以下、特に好ましくは３．５以下である。
【００３９】
　脂環式オレフィン重合体における脂環式オレフィン重合体の割合は、好ましくは５０重
量％～１００重量％、より好ましくは７０重量％～１００重量％、特に好ましくは９０重
量％～１００重量％である。脂環式オレフィン重合体の割合を前記範囲にすることにより
、基材フィルムが十分な耐熱性及び透明性を得られる。
【００４０】
　脂環式オレフィン重合体を含む樹脂の好適な具体例としては、日本ゼオン社製「ゼオノ
ア１４２０、ゼオノア１４２０Ｒ」を挙げうる。
【００４１】
　脂環式オレフィン樹脂は、脂環式オレフィン重合体に加えて、配合剤を含みうる。配合
剤の例を挙げると、酸化防止剤、熱安定剤、光安定剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、分散
剤、塩素捕捉剤、難燃剤、結晶化核剤、強化剤、ブロッキング防止剤、防曇剤、離型剤、
顔料、有機又は無機の充填剤、中和剤、滑剤、分解剤、金属不活性化剤、汚染防止剤、抗
菌剤、任意の重合体、熱可塑性エラストマー等が挙げられる。これらの成分は、１種類を
単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００４２】
　脂環式オレフィン樹脂のガラス転移温度Ｔｇは、好ましくは１２０℃以上、より好まし
くは１２５℃以上、特に好ましくは１３０℃以上であり、好ましくは１８０℃以下、より
好ましくは１７５℃以下、特に好ましくは１６５℃以下である。脂環式オレフィン樹脂の
ガラス転移温度を前記範囲の下限値以上にすることにより、高温環境下における基材フィ
ルムの耐久性を高めることができる。また、上限値以下にすることにより、基材フィルム
の製造を容易に行える。
【００４３】
　脂環式オレフィン樹脂層の厚みは、好ましくは２０μｍ以上、より好ましくは３０μｍ
以上、特に好ましくは４０μｍ以上であり、好ましくは１５０μｍ以下、より好ましくは
１３０μｍ以下、特に好ましくは１００μｍ以下である。脂環式オレフィン樹脂層の厚み
を前記範囲の下限値以上にすることにより、基材フィルムが水分を遮断する能力を十分に
高めることができ、また、上限値以下にすることにより、基材フィルムの厚みを薄くでき
る。
【００４４】
　また、基材フィルムは、脂環式オレフィン樹脂層に組み合わせて、任意の層を備えうる
。任意の層としては、例えば、基材フィルムの表面の平滑さを向上させるための平坦化層
、基材フィルムと他の部材との接着性を向上させるための易接着層などが挙げられる。ま
た、任意の層は、１層のみを単独で設けてもよく、２層以上を任意に組み合わせて設けて
もよい。
【００４５】
　本発明の基材フィルムは、長尺のフィルムであってもよく、枚葉のフィルムであっても
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よい。通常、製造効率を高める観点から、基材フィルムは長尺のフィルムとして製造され
る。また、枚葉の基材フィルムを製造する場合には、長尺の基材フィルムを所望の形状に
切り出すことにより、枚葉の基材フィルムを製造しうる。
【００４６】
　〔１．２．基材フィルムの物性〕
　基材フィルムの面内レターデーションＲｅは、通常１０ｎｍ以下、好ましくは５ｎｍ以
下、より好ましくは３ｎｍ以下である。このように基材フィルムの面内レターデーション
Ｒｅを小さくすることにより、この基材フィルムによる有機ＥＬ表示装置の表示性能の低
下を抑制できる。基材フィルムの面内レターデーションＲｅの下限に制限は無く、理想的
には０ｎｍである。
【００４７】
　基材フィルムの厚み方向のレターデーションの絶対値｜Ｒｔｈ｜は、通常１０ｎｍ以下
、好ましくは５ｎｍ以下、より好ましくは３ｎｍ以下である。このように基材フィルムの
厚み方向のレターデーションの絶対値｜Ｒｔｈ｜を小さくすることにより、この基材フィ
ルムによる有機ＥＬ表示装置の表示性能の低下を抑制できる。基材フィルムの厚み方向の
レターデーションの絶対値｜Ｒｔｈ｜の下限に制限は無く、理想的には０ｎｍである。
【００４８】
　基材フィルムの全光線透過率は、好ましくは８０％以上、より好ましくは９０％以上で
ある。光線透過率は、ＪＩＳ　Ｋ０１１５に準拠して、分光光度計（日本分光社製、紫外
可視近赤外分光光度計「Ｖ－５７０」）を用いて測定しうる。
【００４９】
　基材フィルムのヘイズは、好ましくは５％以下、より好ましくは３％以下、特に好まし
くは１％以下であり、理想的には０％である。ここで、ヘイズは、ＪＩＳ　Ｋ７３６１－
１９９７に準拠して、日本電色工業社製「濁度計　ＮＤＨ－３００Ａ」を用いて、５箇所
測定し、それから求めた平均値を採用しうる。
【００５０】
　基材フィルムの少なくとも片面の算術表面粗さＲａは、好ましくは１０μｍ以下、より
好ましくは５μｍ以下、特に好ましくは１μｍ以下である。基材フィルムの少なくとも片
面の算術平均粗さＲａを前記のように小さくすることにより、その面に形成されるバリア
層での欠陥（ピンホール及び突起等）の発生を抑制できる。よって、バリア積層体の全体
においてガスバリア性能を更に高めることができる。そのため、例えばこの基材フィルム
を備えるガスバリア積層体を有機ＥＬ表示装置に設けた場合に、その有機ＥＬ表示装置に
おいてダークスポットの発生を抑制でき、良好な画像表示を得ることができる。また、前
記の算術平均粗さＲａの下限に特に制限は無いが、通常は０．１μｍ以上である。基材フ
ィルムの面の算術平均粗さＲａは、非接触表面形状測定機（例えばＺＹＧＯ社製ＮｅｗＶ
ｉｅｗシリーズ）を用いて測定しうる。
【００５１】
　基材フィルムの熱膨張係数は、好ましくは７０ｐｐｍ／Ｋ以下、より好ましくは５０ｐ
ｐｍ／Ｋ以下、特に好ましくは４０ｐｐｍ／Ｋ以下である。基材フィルムの熱膨張係数を
前記のように小さくすることにより、バリア層形成時の熱による基材フィルムの寸法変化
を抑制できるので、バリア積層体の所望の寸法からのズレを抑制できる。そのため、バリ
ア積層体の水分の透過を妨げる能力を更に高めることができる。さらに、基材フィルムの
熱膨張係数を前記のように小さくすることにより、温度変化による基材フィルムからのバ
リア層の剥離を抑制できる。そのため、バリア積層体の経時的なガスバリア性能の低下を
抑制できる。また、前記の熱膨張係数の下限に特に制限は無いが、通常は１０ｐｐｍ／Ｋ
以上である。基材フィルムの熱膨張係数は、下記の方法により測定しうる。
　測定対象となる基材フィルムを２０ｍｍ×５ｍｍの試料片に切り出す。この試料片を、
荷重５．０ｇ、窒素１００ｃｃ／分、昇温速度０．５℃／分の条件で、３０℃から１３０
℃にわたり昇温する。このときの試料片の長さの伸びを測定することにより、熱膨張係数
を求める。
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【００５２】
　基材フィルムの湿度膨張係数は、好ましくは３０ｐｐｍ／％ＲＨ以下、より好ましくは
１０ｐｐｍ／％ＲＨ以下、特に好ましくは１．０ｐｐｍ／％ＲＨ以下である。基材フィル
ムの湿度膨張係数を前記のように小さくすることにより、湿度変化による基材フィルムか
らのバリア層の剥離を抑制できる。そのため、バリア積層体の経時的なガスバリア性能の
低下を抑制できる。また、前記の湿度膨張係数の下限に特に制限は無いが、通常は０．１
ｐｐｍ／％ＲＨ以上である。基材フィルムの湿度膨張係数は、下記の方法により測定しう
る。
　測定対象となる基材フィルムを２０ｍｍ×５ｍｍの試料片に切り出す。この試料片の雰
囲気の湿度を、荷重５．０ｇ、窒素１００ｃｃ／分、温度２５℃、速度５．０％ＲＨ／分
の条件で、３０％ＲＨから８０％ＲＨにわたり上昇させる。このときの試料片の長さの伸
びを測定することにより、湿度膨張係数を求める。
【００５３】
　基材フィルムの水蒸気透過率は、好ましくは１ｇ／（ｍ２・日）以下、より好ましくは
０．５ｇ／（ｍ２・日）以下、特に好ましくは０．２ｇ／（ｍ２・日）以下である。水蒸
気透過率の下限は、０ｇ／（ｍ２・日）であることが特に好ましいが、それ以上の値であ
っても、上記上限以下の範囲内であれば、好ましく機能しうる。このように、本発明の基
材フィルムの水蒸気透過率は、ポリカーボネート樹脂製の従来の基材フィルムの水蒸気透
過率（通常は、６０ｇ／（ｍ２・日）程度）に比べて、大幅に低い。そのため、本発明の
基材フィルムを用いることにより、バリア積層体の水分の透過を妨げる能力を改善するこ
とができる。
　ここで、あるフィルムの水蒸気透過率は、水蒸気透過度測定装置（ＭＯＣＯＮ社製「Ｐ
ＥＲＭＡＴＲＡＮ－Ｗ」）を用い、ＪＩＳ　Ｋ　７１２９　Ｂ－１９９２に準じて、温度
４０℃、湿度９０％ＲＨの条件にて測定しうる。
【００５４】
　〔１．３．基材フィルムの製造方法〕
　基材フィルムは、脂環式オレフィン樹脂をフィルムの形状に成形する工程を含む製造方
法により、製造しうる。成形方法としては、例えば、溶融成形法及び溶液流延法が挙げら
れる。溶融成形法の例としては、溶融押し出しにより成形する溶融押出法、並びに、プレ
ス成形法、インフレーション成形法、射出成形法、ブロー成形法、及び延伸成形法が挙げ
られる。これらの方法の中でも、機械強度及び表面精度に優れたフィルムを得る観点から
、溶融押出法、インフレーション成形法及びプレス成形法が好ましい。その中でも特に、
残留溶媒の量を減らせること、並びに、効率よく簡単な製造が可能なことから、溶融押出
法が特に好ましい。好適な製造方法としては、例えば、特開平３－２２３３２８号公報、
特開２０００－２８０３１５号公報等に開示されている製造方法が挙げられる。
【００５５】
　溶融押出法では、通常、脂環式オレフィン樹脂を溶融させ、その溶融樹脂をダイスから
押し出すことにより、フィルム状に成形する。この際、ダイスを備える押出機における脂
環式オレフィン樹脂の溶融温度は、好ましくはＴｇ＋８０℃以上、より好ましくはＴｇ＋
１００℃以上であり、好ましくはＴｇ＋１８０℃以下、より好ましくはＴｇ＋１５０℃以
下である。ここでＴｇは、脂環式オレフィン樹脂のガラス転移温度を表す。押出機での脂
環式オレフィン樹脂の溶融温度を前記範囲の下限値以上とすることにより脂環式オレフィ
ン樹脂の流動性を十分に高めることができ、上限値以下とすることにより脂環式オレフィ
ン樹脂の劣化を防止することができる。
【００５６】
　通常、ダイスから押し出されたフィルム状の溶融樹脂は、冷却ロールに密着させるよう
にする。溶融樹脂を冷却ロールに密着させる方法は、特に制限されず、例えば、エアナイ
フ方式、バキュームボックス方式、静電密着方式などが挙げられる。
　冷却ロールの数は特に制限されないが、通常は２本以上である。また、冷却ロールの配
置方法としては、例えば、直線型、Ｚ型、Ｌ型などが挙げられるが特に制限されない。ま
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たダイスから押出された溶融樹脂の冷却ロールへの通し方も特に制限されない。
【００５７】
　通常、冷却ロールの温度により、押出されたフィルム状の樹脂の冷却ロールへの密着具
合が変化する傾向がある。冷却ロールの温度を上げると密着は良好になるが、温度を上げ
すぎるとフィルム状の樹脂が冷却ロールから剥がれ難くなる傾向がある。そのため、冷却
ロール温度は、好ましくはＴｇ＋３０℃以下、さらに好ましくはＴｇ－５℃以下であり、
好ましくはＴｇ－４５℃以上である。
【００５８】
　また、基材フィルムの面内レターデーション及び厚み方向のレターデーションの絶対値
を小さくする観点では、前記の冷却ロールの周速を調整することが好ましい。さらに、基
材フィルムの面内レターデーション及び厚み方向のレターデーションの絶対値を小さくす
る観点では、基材フィルムは延伸処理を施さない未延伸フィルムとして製造することが好
ましい。
【００５９】
　さらに、基材フィルムが脂環式オレフィン樹脂層に組み合わせて任意の層を備える場合
には、前記の方法によって脂環式オレフィン樹脂層を製造した後で、任意の層を形成する
工程を行ってもよい。
【００６０】
［２．バリア積層体］
　本発明のバリア積層体は、上述した本発明の基材フィルムと、この基材フィルムの少な
くとも一方の面に設けられたバリア層とを備える。この際、バリア層は、基材フィルムの
片面だけに設けられていてもよく、両面に設けられていてもよい。
【００６１】
　バリア層は、有機材料を含む有機バリア層であってもよく、無機材料を含む無機バリア
層であってもよく、これらを組み合わせたバリア層であってもよい。また、バリア層は、
１層のみを備える単層構造の層であってもよく、２層以上を備える複層構造の層であって
もよい。中でも、前記のバリア層は、有機バリア層及び無機バリア層を厚み方向において
交互に備える複層構造の層であることが好ましい。
【００６２】
　有機バリア層に含まれうる有機材料としては、例えば、ポリビニルアルコール、エチレ
ンービニルアルコール共重合体、塩化ビニリデン等の、ガスバリア性重合体を含む樹脂が
挙げられる。また、これらは、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で
組み合わせて用いてもよい。
【００６３】
　このような有機バリア層は、例えば、ガスバリア性重合体及び溶媒を含む樹脂溶液を塗
布し、乾燥させる方法により、形成しうる。また、有機バリア層は、例えば、ガスバリア
性重合体の単量体を含む膜を基材フィルム上に形成し、この膜において単量体を重合させ
る方法により、形成しうる。
【００６４】
　無機バリア層に含まれうる無機材料としては、例えば、無機酸化物が挙げられる。この
無機酸化物としては、例えば、金属酸化物、非金属酸化物、亜金属酸化物等が挙げられる
。その具体例を挙げると、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化アンチモン、酸化インジウ
ム、酸化カルシウム、酸化カドミウム、酸化銀、酸化金、酸化クロム、酸化珪素、酸化コ
バルト、酸化ジルコニウム、酸化錫、酸化チタン、酸化鉄、酸化銅、酸化ニッケル、酸化
白金、酸化パラジウム、酸化ビスマス、酸化マグネシウム、酸化マンガン、酸化モリブデ
ン、酸化バナジウム、酸化バリウム等が挙げられ、中でも酸化珪素が特に好ましい。また
、これらは、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用い
てもよい。さらに、無機材料としては、前記の無機酸化物に組み合わせて、例えば、金属
、非金属、亜金属単体及びそれらの水酸化物；並びに、可撓性を向上させるためにの炭素
又はフッ素；などの配合剤を用いてもよい。
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【００６５】
　無機バリア層は、例えば、無機酸化物を基材フィルム上に蒸着する方法により、形成し
うる。蒸着方法としては、例えば、真空蒸着法、真空スパッタ法、イオンプレーティング
法、ＣＶＤ法等の方法を用いうる。
【００６６】
　バリア層全体の厚みは、好ましくは１ｎｍ以上、より好ましくは５ｎｍ以上、特に好ま
しくは１０ｎｍ以上であり、好ましくは３０μｍ以下、より好ましくは１０μｍ以下、特
に好ましくは５μｍ以下である。バリア層の厚みを前記範囲の下限値以上にすることによ
り、バリア積層体のガスバリア性能を高めることができ、また、上限値以下にすることに
より、バリア積層体の厚みを薄くできる。また、有機バリア層および無機バリア層の厚み
は特に限定されないが、各バリア層の厚みは、５ｎｍ～１０００ｎｍが好ましく、より好
ましくは１０ｎｍ～１０００ｎｍであり、特に好ましくは１０ｎｍ～２００ｎｍである。
各バリア層の厚みを前記範囲の下限値以上にすることにより、膜が島状に分布することを
抑制して、水蒸気バリア性を向上させることができる。また、上限値以下にすることによ
り、曲げ応力によるクラックを抑制して、これによっても水蒸気バリア性を向上させるこ
とができる。特に、有機バリア層の厚みを前記範囲の下限値以上にすることにより、厚み
の均一性を容易に高めることができるので、無機バリア層の構造欠陥を効率よく有機バリ
ア層で埋めることができ、バリア性の向上を得やすい。また、有機バリア層の厚みを前記
範囲の上限値以下にすることにより、曲げ等の外力により有機バリア層にクラックが発生
することを抑制できるので、バリア性の低下を抑制できる。
【００６７】
　本発明のバリア積層体は、基材フィルム及びバリア層に加えて、任意の層を備えうる。
例えば、バリア積層体は、基材フィルムとバリア層との間に下塗層を備え、この下塗層を
介して基材フィルム上にバリア層を備えていてもよい。また、バリア積層体は、バリア層
とは反対側の基材フィルムの面に、ブロッキング防止層、帯電防止層、ハードコート層、
導電性付与層、汚染防止層、凹凸構造層などの層を備えていてもよい。
【００６８】
　上述したように、本発明のバリア積層体は、ガスバリア性能に優れる基材フィルムとバ
リア層とを組み合わせたことにより、特に高いガスバリア性能を発揮できる。そのため、
本発明のバリア積層体は、その水蒸気透過率を特に低くできる。具体的には、本発明のバ
リア積層体の水蒸気透過率は、好ましくは０．０１ｇ／（ｍ２・日）以下、より好ましく
は０．００５ｇ／（ｍ２・日）以下、特に好ましくは０．００１ｇ／（ｍ２・日）以下で
ある。
【００６９】
　また、通常、本発明のバリア積層体は、酸素透過率についても低くできる。具体的には
、本発明のバリア積層体の酸素透過率は、好ましくは３ｃｃ／（ｍ２・日・ａｔｍ）以下
、より好ましくは１ｃｃ／（ｍ２・日・ａｔｍ）以下、特に好ましくは０．５ｃｃ／（ｍ
２・日・ａｔｍ）以下である。
　ここで、あるフィルムの酸素透過率は、酸素透過率測定装置（ＭＯＣＯＮ社製「ＯＸ－
ＴＲＡＮ」）を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１２６－２「プラスチックフィルム及びシートの気
体透過度試験方法」に準じて、温度３０℃、相対湿度８６％ＲＨの条件にて測定しうる。
【００７０】
　本発明のバリア積層体は、通常、透明性に優れる。例えば、バリア積層体の全光線透過
率は、好ましくは８０％以上、より好ましくは９０％以上である。また、例えば、バリア
積層体のヘイズは、好ましくは５％以下、より好ましくは３％以下、特に好ましくは１％
以下である。
【００７１】
　本発明のバリア積層体は、上述したようにガスバリア性能に優れることに加えて、通常
、下記のような利点を発揮できる。すなわち、バリア積層体を基材としてその上に蒸着又
はスパッタリングによって任意の層を形成する場合、基材フィルムからのアウトガスの放
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出を、バリア層によって抑制できる。そのため、アウトガスによる影響を排除できるので
、任意の層の形成条件の自由度を高めることができ、これにより、任意の層の品質を高め
たり任意の層の形成を容易にしたりできる。
【００７２】
　バリア積層体の用途は、特に限定されないが、液晶表示装置並びに有機ＥＬ表示装置の
構成要素として用いうる。具体的には、装置を構成する他の構成要素を、水分及び酸素か
ら保護するために封止するための層として用いうる。特に、このバリア積層体は、レター
デーションが小さいために当該バリア積層体それ自体による表示性能の低下を招き難いこ
とから、表示装置の表示面を通じた水分及び酸素の浸入を防止するための部材として用い
ることが好ましい。
【００７３】
［３．有機ＥＬ表示装置］
　本発明の有機ＥＬ表示装置は、上述した本発明のバリア積層体を備え、通常は更に円偏
光板を備える。このような有機ＥＬ表示装置の好ましい例を示すと、有機ＥＬ素子、バリ
ア積層体及び円偏光板をこの順に備える有機ＥＬ表示装置が挙げられる。このような有機
ＥＬ発光装置において、バリア積層体及び円偏光板は、通常、有機ＥＬ表示装置の表示面
の全体にわたって設けられる。さらに、バリア積層体は、有機ＥＬ発光素子に近い方から
基材フィルム及びバリア層をこの順に備えるように設けられる。
【００７４】
　有機ＥＬ素子は、通常、２層以上の電極層と、これらの電極層の間に設けられて電極か
ら電圧を印加されることにより光を生じ得る発光層とを備える。前記の電極層のうち、発
光層のバリア積層体側に設けられる電極層としては、通常、透明電極層を設ける。また、
発光層のバリア積層体とは反対側に設けられる電極層としては、通常、反射電極層を設け
る。これにより、バリア積層体側に出光しうる有機ＥＬ素子が得られる。また、発光層の
バリア積層体とは反対側に設けられる電極層として透明電極層を設け、更に、その電極層
のバリア積層体とは反対側に反射部材を設けることによっても、バリア積層体側に出光し
うる有機ＥＬ素子が得られる。
【００７５】
　発光層としては、特に限定されず、任意のものを選択して用いうる。発光層中の発光材
料は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよ
い。また、発光層は、１層のみを備える単層構造の層であってもよく、２層以上の層を備
える複層構造の層であってもよい。発光層が２層以上の層を備える場合、白色又はそれに
近い色の光を発光するものとしうる。
【００７６】
　さらに、有機ＥＬ素子は、電極間に、発光層に加えて、任意の層を備えうる。任意の層
としては、例えば、ホール注入層、ホール輸送層、電子輸送層、電子注入層及びガスバリ
ア層等が挙げられる。また、有機ＥＬ素子は、電極層に通電するための配線、発光層の封
止のための周辺構造等の任意の構成要素を備えていてもよい。
【００７７】
　電極層及びその間に設ける層を構成する材料としては、特に限定されないが、具体例と
して下記のものを挙げることができる。
　透明電極の材料としては、ＩＴＯ等を挙げることができる。
　正孔注入層の材料としては、スターバースト系芳香族ジアミン化合物等を挙げることが
できる。
　正孔輸送層の材料としては、トリフェニルジアミン誘導体等を挙げることができる。
　黄色発光層のホスト材料としては、トリフェニルジアミン誘導体等を挙げることができ
、黄色発光層のドーパント材料としては、テトラセン誘導体等を挙げることができる。
　緑色発光層の材料としては、ピラゾリン誘導体などがあげられる。
　青色発光層のホスト材料としては、アントラセン誘導体等を挙げることができ、青色発
光層のドーパント材料としては、ペリレン誘導体等を挙げることができる。
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　赤色発光層の材料としては、ユーロピウム錯体などを挙げることができる。
　電子輸送層の材料としては、アルミニウムキノリン錯体（Ａｌｑ）等を挙げることがで
きる。
　陰極材料としては、フッ化リチウム及びアルミニウムをそれぞれ用い、これらを順次真
空成膜により積層させたものを挙げることができる。
【００７８】
　また、発光層は、複数の層を組み合わせることにより、積層型又はタンデム型と呼ばれ
る、補色関係にある発光色を発生する発光層としてもよい。補色関係の組み合わせは、例
えば、黄／青、又は、緑／青／赤等が挙げられる。
【００７９】
　前記のような有機ＥＬ素子は、電極層、発光層等の層を、スパッタリング等の方法で基
材上に順次形成することにより、製造しうる。また、必要に応じて、これらの層を覆う封
止部材を設け、基板と封止部材で発光層等の層を封止してもよい。通常、ここでいう基板
側から出光する素子はボトムエミッション型と呼ばれ、基材とは反対側から出光する素子
はトップエミッション型と呼ばれる。
【００８０】
　円偏光板は、通常、偏光板と、１／４波長板とを備える。この円偏光板は、バリア積層
体に近い方から１／４波長板及び偏光板をこの順に備えるように設けられる。
【００８１】
　偏光板は、その吸収軸と平行な振動方向を有する直線偏光を吸収し、これ以外の偏光を
透過させうる機能を有する。ここで、直線偏光の振動方向とは、直線偏光の電場の振動方
向を意味する。このような偏光板は、通常、偏光子を備え、必要に応じてその偏光子を保
護するための保護フィルム層を備える。
【００８２】
　偏光子としては、例えば、ポリビニルアルコール、部分ホルマール化ポリビニルアルコ
ール等の適切なビニルアルコール系重合体のフィルムに、ヨウ素及び二色性染料等の二色
性物質による染色処理、延伸処理、架橋処理等の適切な処理を適切な順序及び方式で施し
たものを用いうる。この偏光子は、吸収軸と平行な振動方向を有する直線偏光を吸収しう
るものであり、特に、偏光度に優れるものが好ましい。偏光子の厚みは、５μｍ～８０μ
ｍが一般的であるが、これに限定されない。
【００８３】
　偏光子を保護するための保護フィルム層としては、任意の透明フィルムを用いうる。中
でも、透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮蔽性等に優れる樹脂のフィルムが好ましい
。そのような樹脂としては、トリアセチルセルロース等のアセテート樹脂、ポリエステル
樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド
樹脂、ポリオレフィン樹脂、脂環式オレフィン樹脂、（メタ）アクリル樹脂等が挙げられ
る。中でも、複屈折が小さい点でアセテート樹脂、環状オレフィン樹脂、（メタ）アクリ
ル樹脂が好ましく、透明性、低吸湿性、寸法安定性、軽量性などの観点から、脂環式オレ
フィン樹脂が特に好ましい。
【００８４】
　１／４波長板は、１／４波長の面内レターデーションを有するフィルムである。具体的
には、測定波長５９０ｎｍにおける１／４波長板の面内レターデーションは、測定波長で
ある５９０ｎｍの１／４の値から、好ましくは±６５ｎｍ、より好ましくは±３０ｎｍ、
特に好ましくは±１０ｎｍの範囲にあるか、または、測定波長である５９０ｎｍの３／４
の値から、好ましくは±６５ｎｍ、より好ましくは±３０ｎｍ、特に好ましくは±１０ｎ
ｍの範囲にある。
【００８５】
　１／４波長板は、偏光板の透過軸と１／４波長板の遅相軸とが略４５°の角度をなすよ
うに設けられる。具体的には、偏光板の透過軸と１／４波長板の遅相軸とは、好ましくは
４５°±５°、より好ましくは４５°±３°の角度をなす。
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【００８６】
　１／４波長板は、例えば、樹脂により形成された延伸フィルムを用いうる。通常、樹脂
は、ポリマーを含む。１／４波長板の材料となる樹脂が含むポリマーの例を挙げると、鎖
状オレフィン重合体、脂環式オレフィン重合体、ポリカーボネート、ポリエステル、ポリ
スルホン、ポリエーテルスルホン、ポリスチレン、ポリビニルアルコール、酢酸セルロー
ス系ポリマー、ポリ塩化ビニル、ポリメタクリレートなどが挙げられる。これらの中でも
、鎖状オレフィン重合体、脂環式オレフィン重合体が好ましく、透明性、低吸湿性、寸法
安定性、軽量性などの観点から、脂環式オレフィン重合体が特に好ましい。また、これら
の重合体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用い
てもよい。さらに、樹脂には、本発明の効果を著しく損なわない限り、任意の配合剤を含
ませてもよい。また、１／４波長板としては、単層構造のフィルムを用いてもよく、複層
構造のフィルムを用いてもよい。好適な１／４波長板の例を挙げると、市販の長尺の斜め
延伸フィルム、横延伸フィルムなどが挙げられる。またその具体例としては、日本ゼオン
社製、製品名「斜め延伸位相差フィルム」、「横一軸延伸ゼオノアフィルム」を挙げるこ
とができる。
【００８７】
　このような有機ＥＬ表示装置では、電極から電荷を印加されることによって発光層が発
行する。この光は、透明電極層を透過するか、又は、反射電極層で反射されてから発光層
及び透明電極層を透過して、表示面側に向かう。そして、この光が、バリア積層体及び円
偏光板を透過して装置外部に出光する。有機ＥＬ表示装置では、この出光した光によって
、画像が表示される。
【００８８】
　さらに、バリア積層体が優れたガスバリア性能を有するので、前記の有機ＥＬ表示装置
では、水分及び酸素等のガスの装置内への侵入を抑制できる。そのため、有機ＥＬ素子を
構成する材料（特に、有機材料）の水分及び酸素による劣化を抑制できるので、有機ＥＬ
表示装置の長寿命化を実現できる。
【００８９】
　また特に、上述した有機ＥＬ表示装置では、バリア積層体のレターデーションが小さい
ので、バリア積層体による表示性能を低下が抑制されている。そのため、有機ＥＬ表示装
置の表示面での光抜けの発生を抑制したり、表示面を傾斜方向から見たときの表示面の着
色を抑制したり、表示面に表示される画像のコントラストの低下を抑制したりできる。
【００９０】
　さらに、上述した有機ＥＬ表示装置では、円偏光板が、有機ＥＬ表示装置の反射防止フ
ィルムとして機能しうる。即ち、有機ＥＬ表示装置の表示面に、円偏光板を、偏光板側の
面が視認側に向くように設けたことにより、装置外部から入射した光が装置内で反射して
装置外部へ出射することを抑制することができ、その結果、表示装置の表示面のぎらつき
を抑制しうる。具体的には、装置外部から入射した光は、その一部の直線偏光のみが偏光
板を通過し、次にそれが１／４波長板を通過することにより円偏光となる。円偏光は、表
示装置内の光を反射する構成要素（有機ＥＬ素子中の反射電極層等）により反射され、再
び１／４波長板を通過することにより、入射した直線偏光の偏光軸と直交する方向に偏光
軸を有する直線偏光となり、偏光板を通過しなくなる。これにより、反射防止の機能が達
成される。
【実施例】
【００９１】
　以下、実施例を示して本発明について具体的に説明する。ただし、本発明は以下に示す
実施例に限定されるものでは無く、本発明の特許請求の範囲及びその均等の範囲を逸脱し
ない範囲において任意に変更して実施しうる。
【００９２】
［評価方法］
　（レターデーションの測定方法）
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　基材フィルムの面内レターデーションＲｅ及び厚み方向のレターデーションＲｔｈは、
複屈折量測定計（Ａｘｏｍｅｔｒｉｃｓ社製「ＡｘｏＳｃａｎ」）を用いて、測定波長５
９０ｎｍで測定した。
【００９３】
　（反射輝度の測定方法）
　複層サンプルフィルムの偏光板側の面について、分光光度計（日本分光社製「Ｖ７２０
０」）及び絶対反射率ユニット（日本分光社製「ＶＡＲ７０２０」）を用いて、正面方向
の反射率を測定した。測定した反射率から、反射輝度を計算した。
【００９４】
　（正面コントラストの評価方法）
　複層サンプルフィルムの偏光板側の面を、正面方向から目視観察し、観察された反射色
に基づき正面コントラストを評価した。反射色が特に黒い場合は正面コントラストが特に
良好であるとして「Ａ」と評価し、反射色が黒い場合は正面コントラストが良好であると
して「Ｂ」と評価し、反射色が明るくて青い場合は正面コントラストが不良であるとして
「Ｃ」と評価した。
【００９５】
　（視野角特性の評価方法）
　複層サンプルフィルムの偏光板側の面を、正面方向から目視観察した。また、複層サン
プルフィルムの偏光板側の面を、極角４５°の傾斜方向から目視観察した。これらの観察
で見られた反射色、明るさ及び色むらに基づき、下記の基準で視野角特性を評価した。
　正面方向から観察した場合と傾斜方向から観察した場合とで反射色及び明るさに違いが
無く、且つ、傾斜方向から観察した場合に色むらが見えない場合、視野角特性が特に良好
であるとして「Ａ」と評価した。
　正面方向から観察した場合と傾斜方向から観察した場合とで反射色及び明るさに違いが
無く、且つ、傾斜方向から観察した場合に色むらがほとんど見えない場合、視野角特性が
良好であるとして「Ｂ」と評価した。
　正面方向から観察した場合と傾斜方向から観察した場合とで反射色及び明るさに違いが
あり、且つ、傾斜方向から観察した場合に色むらがかすかに見える場合、視野角特性が良
好でないが使用可能であるとして「Ｃ」と評価した。
　正面方向から観察した場合と傾斜方向から観察した場合とで反射色及び明るさに違いが
あり、且つ、傾斜方向から観察した場合に色むらがはっきり見える場合、視野角特性が不
良であるとして「Ｄ」と評価した。
【００９６】
　（水蒸気透過率の測定方法）
　水蒸気透過度測定装置（ＭＯＣＯＮ社製「ＰＥＲＭＡＴＲＡＮ－Ｗ」）を用い、ＪＩＳ
　Ｋ　７１２９　Ｂ－１９９２に準じて、温度４０℃、湿度９０％ＲＨの条件にて、バリ
ア積層体の水蒸気透過率を測定した。この測定装置の検出限界値は、０．０１ｇ／（ｍ２

・日）である。
【００９７】
［製造例１：基材フィルムＡの製造］
　熱可塑性ノルボルネン樹脂のペレット（日本ゼオン社製「ＺＥＯＮＯＲ１４２０Ｒ」、
ガラス転移温度１３７℃）を９０℃で５時間乾燥させた。乾燥させたペレットを押し出し
機に供給し、押し出し機内で溶融させた。その後、溶融した樹脂を、ポリマーパイプ及び
ポリマーフィルターを通し、Ｔダイからキャスティングドラム上にフィルム状に押し出し
、製膜条件を調整した後で冷却して、厚み５０μｍ、面内レターデーションＲｅ３ｎｍ、
厚み方向のレターデーションＲｔｈ７ｎｍ、幅１３５０ｍｍの長尺の基材フィルムＡを得
た。
【００９８】
［製造例２：基材フィルムＢの製造］
　製膜条件を変更したこと以外は製造例１と同様にして、厚み５０μｍ、面内レターデー
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ションＲｅ５ｎｍ、厚み方向のレターデーションＲｔｈ８ｎｍ、幅１３５０ｍｍの長尺の
基材フィルムＢを得た。
【００９９】
［製造例３：基材フィルムＣの製造］
　熱可塑性ノルボルネン樹脂のペレットを別のノルボルネン樹脂のペレット（日本ゼオン
社製、ガラス転移温度１２６℃）に変更したこと以外は製造例１と同様にして、厚み８０
μｍ、面内レターデーションＲｅ８ｎｍ、厚み方向のレターデーションＲｔｈ８ｎｍ、幅
１３５０ｍｍの長尺の基材フィルムＣを得た。
【０１００】
［製造例４：基材フィルムＤの製造］
　熱可塑性ノルボルネン樹脂のペレットを別のノルボルネン樹脂のペレット（日本ゼオン
社製、ガラス転移温度１６３℃）に変更したこと以外は製造例１と同様にして、厚み１０
０μｍ、面内レターデーションＲｅ１０ｎｍ、厚み方向のレターデーションＲｔｈ１０ｎ
ｍ、幅１３５０ｍｍの長尺の基材フィルムＤを得た。
【０１０１】
［製造例５：基材フィルムＥの製造］
　製膜条件を変更したこと以外は製造例１と同様にして、厚み５０μｍ、面内レターデー
ションＲｅ１５ｎｍ、厚み方向のレターデーションＲｔｈ１４ｎｍ、幅１３５０ｍｍの長
尺の基材フィルムＥを得た。
【０１０２】
［製造例６：基材フィルムＦの製造］
　製膜条件を変更したこと以外は製造例４と同様にして、厚み１８８μｍ、面内レターデ
ーションＲｅ５ｎｍ、厚み方向のレターデーションＲｔｈ１５ｎｍ、幅１３５０ｍｍの長
尺の基材フィルムＦを得た。
【０１０３】
［実施例１］
　製造例１で製造した長尺の基材フィルムＡを、長方形に切り出した。前記の切り出しは
、切り出された基材フィルムＡの長手方向と、切り出される前の長尺の基材フィルムＡの
長手方向とが平行になるように行った。
【０１０４】
　ポリエチレンテレフタレートフィルムの片面にアルミニウム層を蒸着して製造された拡
散反射板（東レ社製「メタルミーＴＳ５０」）を用意した。この拡散反射板のアルミニウ
ム層側の面に、透明粘着シート（日東電工社製「ＣＳ９６２１」）を介して、前記のよう
に切り出した基材フィルムＡを貼り合わせた。
【０１０５】
　その後、拡散反射板とは反対側の基材フィルムＡの面に、透明粘着シート（日東電工社
製「ＣＳ９６２１」）を介して、フィルム状の１／４波長板（日本ゼオン社製「斜め延伸
位相差フィルム　Ｒｅ：１４５ｎｍ」）を貼り合わせた。貼り合わせの際、１／４波長板
の遅相軸は、基材フィルムＡの長手方向に対して４５°の角度をなすようにした。
【０１０６】
　さらに、基材フィルムＡとは反対側の１／４波長板の面に、透明粘着シート（日東電工
社製「ＣＳ９６２１」）を介して、偏光板（住友化学社製）を貼り合わせた。貼り合わせ
の際、偏光板の透過軸は、基材フィルムＡの長手方向に対して９０°の角度をなすように
した。これにより、拡散反射板、透明粘着シート、基材フィルムＡ、透明粘着シート、１
／４波長板、粘着透明シート及び偏光板をこの順に備える複層サンプルフィルムを得た。
この複層サンプルフィルムでは、偏光板及び１／４波長板の組み合わせは、円偏光板とし
て機能しうる。こうして得た複層サンプルフィルムについて、上述した方法で、反射輝度
、正面コントラスト及び視野角特性を評価した。
【０１０７】
［実施例２］
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　基材フィルムＡの代わりに製造例２で製造した基材フィルムＢを使用したこと以外は実
施例１と同様にして、複層サンプルフィルムの製造及び評価を行った。
【０１０８】
［実施例３］
　基材フィルムＡの代わりに製造例３で製造した基材フィルムＣを使用したこと以外は実
施例１と同様にして、複層サンプルフィルムの製造及び評価を行った。
【０１０９】
［実施例４］
　基材フィルムＡの代わりに製造例４で製造した基材フィルムＤを使用したこと以外は実
施例１と同様にして、複層サンプルフィルムの製造及び評価を行った。
【０１１０】
［比較例１］
　基材フィルムＡの代わりに製造例５で製造した基材フィルムＥを使用したこと以外は実
施例１と同様にして、複層サンプルフィルムの製造及び評価を行った。
【０１１１】
［比較例２］
　基材フィルムＡの代わりに製造例６で製造した基材フィルムＦを使用したこと以外は実
施例１と同様にして、複層サンプルフィルムの製造及び評価を行った。
【０１１２】
［実施例１～４並びに比較例１及び２の結果］
　前記の実施例１～４並びに比較例１及び２の結果を、下記の表１に示す。表１において
、略称の意味は、以下の通りである。
　Ｒｅ：基材フィルムの面内レターデーション
　Ｒｔｈ：基材フィルムの厚み方向のレターデーション
　Ｔｇ：基材フィルムを形成する樹脂のガラス転移温度
【０１１３】
【表１】

【０１１４】
［検討］
　表１から分かるように、実施例１～４においては、使用した基材フィルムのレターデー
ションが小さいことにより、反射輝度、正面コントラスト及び視野角特性のいずれにおい
ても優れた結果が得られている。この結果から、本発明の基材フィルムによれば、当該基
材フィルムを備えるバリア積層体を設けた表示装置において表示性能の低下を抑制できる
ことが確認された。
【０１１５】
［実施例５］
　製造例１で製造した基材フィルムＡ上に、スパッタ装置を用いて、第一無機バリア層と
して厚み５０ｎｍのアルミニウム層を形成した。第一無機バリア層の形成の際、ターゲッ
トとしてはアルミニウムを使用し、放電ガスとしてはアルゴンを使用し、反応ガスとして
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は酸素を使用した。
【０１１６】
　ジシクロペンタジエニルジアクリレート（東亞合成社製「アロニックスＭ－２０３」）
９５部及び紫外線重合開始剤（Ｌａｍｂｅｒｔｉ社製「ＥＺＡＣＵＲＥ－ＴＺＴ」）５部
の混合液を用意した。前記のジシクロペンタジエニルジアクリレートは、特開２００３－
３３５８８０号公報において、バリア性フィルムの有機層の材料として挙げられていた化
合物である。この混合液を前記の第一無機バリア層上にワイヤーバーを用いて塗布して、
厚み５μｍの前記混合液の膜を形成した。この混合液の膜を室温にて２時間乾燥した後、
高圧水銀ランプの紫外線を照射して硬化させて（積算照射量約２Ｊ／ｃｍ２）、厚み５０
０ｎｍの第一有機バリア層を形成した。
【０１１７】
　さらに、第一有機バリア層上に、第一無機バリア層と同様の形成方法により、第二無機
バリア層としてアルミニウム層を形成した。これにより、基材フィルムＡ、第一無機バリ
ア層、第一有機バリア層及び第二無機バリア層を厚み方向でこの順に備えるバリア積層体
を得た。
　このバリア積層体の水蒸気透過率を、上述した方法で測定した。
【０１１８】
［実施例６］
　基材フィルムＡの代わりに製造例２で製造した基材フィルムＢを使用したこと以外は実
施例５と同様にして、バリア積層体の製造及び評価を行った。
【０１１９】
［実施例７］
　基材フィルムＡの代わりに製造例４で製造した基材フィルムＤを使用したこと以外は実
施例５と同様にして、バリア積層体の製造及び評価を行った。
【０１２０】
［実施例５～７の結果］
　前記の実施例５～７の結果を、下記の表２に示す。
【０１２１】

【表２】

【０１２２】
［検討］
　表２から分かるように、実施例５及び６においては、水蒸気透過率が検出限界以下であ
ったことから、各実施例に係るバリア積層体の水蒸気透過率が０．０１ｇ／（ｍ２・日）
以下であることが分かる。この結果から、本発明に係るバリア積層体が優れたガスバリア
性能を有することが確認された。
【０１２３】
［実施例８］
　有機ＥＬ表示装置を備えた市販の携帯電話（ＬＧエレクトロニクス社製スマートフォン
「Ｇｆｌｅｘ」）を分解した。この携帯電話に元々から装着されていたバリア積層体の代
わりに、実施例５で製造したバリア積層体を実装した。その後、携帯電話を組み立てた。
【０１２４】
　この携帯電話の有機ＥＬ表示装置を黒く表示させ、この時の輝度を測定したところ、５
．１ｃｄ／ｍ２であった。また、この携帯電話の有機ＥＬ表示装置を白く表示させ、この
時の輝度を測定したところ、３００ｃｄ／ｍ２であった。



(19) JP 2016-95974 A 2016.5.26

【０１２５】
　また、この携帯電話の表示面を、晴れた日の外光下において正面方向から目視観察した
ところ、外光の反射は無く、表示面は黒色であった。
【０１２６】
　さらに、この携帯電話の表示面を、極角４５°の傾斜方向において全方位角方向で目視
観察したところ、方位角方向によって反射率及び色味に変化は見られなかった。
【０１２７】
　これらの結果から、本発明のバリア積層体を備える有機ＥＬ表示装置においては、バリ
ア積層体による表示性能の低下を抑制できることが確認された。
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摘要(译)

解决的问题：提供一种用于形成有机EL显示装置的阻挡层的基板膜，其
可以实现具有小的延迟和优异的防止水渗透能力的阻挡层压板。 用于形
成有机电致发光显示装置的阻挡层的基板膜，其中该基板膜包括由脂环
族烯烃树脂制成的层，并且该基板膜的面内延迟为 厚度为10nm以下的基
材膜，并且在该基材膜的厚度方向上的相位差的绝对值为10nm以下。 
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